
平
成
二
十
年
十
一
月
二
十
一
日
受
領

答

弁

第

二

三

三

号

内
閣
衆
質
一
七
〇
第
二
三
三
号

平
成
二
十
年
十
一
月
二
十
一
日

内
閣
総
理
大
臣
臨
時
代
理

国

務

大

臣

河

村

建

夫

衆

議

院

議

長

河

野

洋

平

殿

衆
議
院
議
員
高
井
美
穂
君
提
出
新
し
い
公
益
法
人
制
度
の
問
題
点
に
関
す
る
質
問
に
対
し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。



衆
議
院
議
員
高
井
美
穂
君
提
出
新
し
い
公
益
法
人
制
度
の
問
題
点
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
及
び
七
に
つ
い
て

公
益
法
人
制
度
に
つ
い
て
は
、
現
行
に
お
い
て
も
、
「
公
益
法
人
の
設
立
許
可
及
び
指
導
監
督
基
準
」
（
平
成
八
年
九
月

二
十
日
閣
議
決
定
）
等
を
定
め
、
主
務
官
庁
に
よ
る
公
益
法
人
の
設
立
許
可
及
び
指
導
監
督
の
統
一
的
な
運
用
を
図
っ
て
き

た
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
主
務
官
庁
の
許
可
制
度
の
下
で
は
法
人
設
立
が
簡
便
で
な
く
、
公
益
性
の
判
断
基
準
が
不
明
確
で
あ

る
等
の
批
判
が
な
さ
れ
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。
こ
う
し
た
問
題
点
を
抜
本
的
に
解
消
す
る
た
め
、
公
益
法
人
制
度
改
革
に

お
い
て
は
、
法
人
格
の
取
得
と
公
益
性
の
判
断
を
分
離
し
、
公
益
性
の
有
無
に
か
か
わ
ら
ず
、
準
則
主
義
に
よ
り
簡
便
に
法

人
格
を
取
得
す
る
こ
と
が
で
き
る
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
（
以
下
「
一
般
社
団
法
人
等
」
と
い
う
。
）
の
制
度

を
創
設
し
た
上
で
、
公
益
性
の
認
定
基
準
を
明
確
に
法
定
す
る
と
と
も
に
、
公
益
性
の
認
定
を
民
間
有
識
者
か
ら
な
る
合
議

制
機
関
の
判
断
に
基
づ
き
、
内
閣
総
理
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
が
一
元
的
に
行
う
こ
と
と
し
た
も
の
で
あ
る
。

二
に
つ
い
て

御
指
摘
の
「
公
益
法
人
制
度
改
革
に
関
す
る
有
識
者
会
議
」
に
お
い
て
取
り
ま
と
め
ら
れ
た
報
告
書
に
お
い
て
は
、
特
定

非
営
利
活
動
法
人
制
度
は
引
き
続
き
存
置
す
る
も
の
と
さ
れ
、
「
今
後
の
行
政
改
革
の
方
針
」
（
平
成
十
六
年
十
二
月
二
十

一



四
日
閣
議
決
定
）
中
の
「
公
益
法
人
制
度
改
革
の
基
本
的
枠
組
み
」
に
お
い
て
も
そ
の
旨
定
め
ら
れ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

政
府
と
し
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
制
度
に
つ
い
て
、
こ
の
よ
う
な
報
告
書
等
の
内
容
も
踏
ま
え
、
制
度
の
趣
旨
に
即
し
た
運

用
を
図
っ
て
ま
い
り
た
い
。

三
に
つ
い
て

お
尋
ね
の
一
般
社
団
法
人
等
の
目
的
及
び
名
称
の
制
約
に
つ
い
て
は
、
例
え
ば
、
強
行
法
規
又
は
公
序
良
俗
に
反
す
る
目

的
や
名
称
を
定
め
た
よ
う
な
場
合
に
は
、
一
般
社
団
法
人
等
を
設
立
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

四
に
つ
い
て

御
指
摘
の
寄
付
金
等
を
集
め
る
こ
と
に
つ
い
て
は
、
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
八
年

法
律
第
四
十
八
号
。
以
下
「
一
般
社
団
・
財
団
法
人
法
」
と
い
う
。
）
上
、
特
段
の
規
制
は
な
い
。

法
人
税
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
三
十
四
号
）
第
二
条
第
九
号
の
二
に
規
定
す
る
非
営
利
型
法
人
に
つ
い
て
は
、
同
条
第

十
三
号
に
規
定
す
る
収
益
事
業
か
ら
生
じ
た
所
得
に
つ
い
て
法
人
税
が
課
さ
れ
る
が
、
収
益
事
業
を
行
わ
な
い
場
合
で
あ
っ

て
も
一
定
の
収
入
金
額
を
有
す
る
と
き
に
は
損
益
計
算
書
等
を
提
出
す
る
義
務
が
課
さ
れ
て
い
る
。
な
お
、
非
営
利
型
法
人

が
特
定
の
個
人
又
は
団
体
に
特
別
の
利
益
を
与
え
る
な
ど
、
法
人
税
法
施
行
令
（
昭
和
四
十
年
政
令
第
九
十
七
号
）
第
三
条

二



に
規
定
す
る
要
件
を
満
た
さ
な
い
こ
と
と
な
っ
た
場
合
に
は
、
法
人
税
法
第
二
条
第
九
号
に
規
定
す
る
普
通
法
人
と
し
て
、

そ
の
行
う
す
べ
て
の
事
業
か
ら
生
じ
た
所
得
に
つ
い
て
法
人
税
が
課
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

五
に
つ
い
て

一
般
社
団
・
財
団
法
人
法
上
、
一
般
財
団
法
人
が
設
立
後
に
、
設
立
の
際
に
拠
出
さ
れ
た
財
産
を
使
用
す
る
こ
と
に
特
段

の
規
制
は
な
い
。
な
お
、
一
般
財
団
法
人
は
、
所
定
の
期
間
、
純
資
産
額
が
三
百
万
円
未
満
と
な
っ
た
場
合
に
は
、
解
散
す

る
も
の
と
さ
れ
て
い
る
（
一
般
社
団
・
財
団
法
人
法
第
二
百
二
条
第
二
項
）
。

六
に
つ
い
て

一
般
社
団
法
人
等
に
つ
い
て
は
、
そ
の
事
業
の
範
囲
に
制
限
は
な
く
、
設
立
者
や
役
員
等
の
欠
格
事
由
と
し
て
暴
力
団
員

等
で
あ
る
こ
と
は
定
め
ら
れ
て
い
な
い
。
な
お
、
裁
判
所
は
、
一
般
社
団
法
人
等
の
設
立
が
不
法
な
目
的
に
基
づ
い
て
さ
れ

た
と
き
等
の
所
定
の
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
解
散
を
命
ず
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
さ
れ
て
い
る
（
一
般
社
団
・
財
団
法
人

法
第
二
百
六
十
一
条
第
一
項
）
。

三


